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資料-6 

事業事前評価表 

 

1. 協力対象事業名 

アゼルバイジャン国リハビリテーションセンター機材整備計画 

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性 

（１） ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝはソ連崩壊後の新たな国際情勢において地政学的に重要な位置を占めてお

り、豊富な石油ガス資源の存在も我が国のエネルギー政策上重要である。また同国の民主

化、市場経済導入の動きは ODA 大網の観点から望ましいものであるため、同国が経済的な困

難を克服して国造りを行えるよう、我が国は積極的に支援を行っている。 

 

（２）ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ国は障害者に対するリハビリケアーが十分に果たされていない現状を改善する

ために、1999 年５月大統領令により｢国家リハビリテーション改善計画｣を策定し、その中で、障

害者に合理的診断・治療及び機能回復訓練を行うためのリハビリテーション施設の整備を計

画している。 

    しかしながらアゼルバイジャン国のリハビリテーションサービスは施設運営の非効率性、施

設・機材の更新の遅れ、機材・薬品の不足、レファラルシステム(患者搬送システム)の不在な

どに起因して、適切に提供できない状況にある。 

 

3. 協力対象事業の目的等 

本プロジェクトは、首都バクー市においてトップレファラルに位置付けられる共和国リハビリテ

ーションセンター（既設）、小児リハビリテーションセンター（新設）、サナトリウム（新設）の機材

整備、及び新規リハビリテーション（運動療法、作業療法）の紹介、導入を行い、同国のリハビ

リテーションサービスの向上を目的とする。 

4. 協力対象事業の内容 

（1）対象地域 アゼルバイジャン国全域 

（2）アウトプット 

共和国リハビリテーションセンター、小児リハビリテーションセンターおよびサナトリウムの機

材が整備される。 

運動、作業療法に重点をおいたリハビリテーション技術が導入される。 

（3）インプット 

共和国リハビリテーションセンター： 診断用機材、物理療法用機材、水治療法用機材、

運動療法用機材、作業療法用機材他 

小児リハビリテーションセンター： 診断用機材、物理療法用機材、水治療法用機材、

運動療法用（小児用）機材他 

サナトリウム： 診断用機材、物理療法用機材、水治療法用機材、

運動療法用機材、作業療法用機材他 

 

 



ソフトコンポーネント：          医療従事者に対し、リハビリテーション技術としての

運動・作業療法に対する指導。 

 

（4）総事業費  

概算事業費 4.24 億円 （日本側 4.12 億円、ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ側 0.12 億円） 

（5）スケジュール 

    詳細設計を含め約 11.7 ヶ月を予定 

（6）実施体制 

アゼルバイジャン国労働社会保障省管轄のもと、共和国リハビリテーションセンター、小児

リハビリテーションセンター及びサナトリウムの各病院が実施 

5. プロジェクトの成果 

(1) プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲及び規模 

直接受益者： 

   共和国リハビリテーションセンター： 年間約 1,000 人の患者と医療従事者約 56 人 

   小児リハビリテーションセンター：   年間約 1,100 人の患者と医療従事者約 34 人 

   サナトリウム：               年間約 1,000 人の患者と医療従事者 65 人 

間接受益者：ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ地域の住民約 800 万人の内約 27 万人の障害者 

 

(2) 事業の目的(プロジェクト目標)を示す指標 

※社会体制の移行に伴い継続的な統計の確保は困難となっている。 

１）共和国リハビリテーションセンター（既設） 

調査項目 2001 年 

(協力対象事業実施前) 

2007 年 

(協力対象事業実施 4 年後) 

年間入院患者数 

外来患者 

800 人 

200 人 

増加 

増加 

年間各療法数 

物理療法 

運動療法 

作業療法 

 

1,000 人 

900 人 

0 人 

 

増加 

増加 

増加 

    
 
   ２）小児リハビリテーションセンター（新施設） 

調査項目 2003 年 

(協力対象事業実施後１年) 

2007 年 

(協力対象事業実施 4 年後) 

年間入院患者数 600 人 増加 

外来患者数 500 人 増加 

 
  
 
 
 



 
３）サナトリウム（新施設） 

調査項目 2003 年 

(協力対象事業実施後１年) 

2007 年 

(協力対象事業実施 4 年後) 

年間入院患者数 1,000 人 増加 
 

6. 外部要因リスク 

（１）医療従事者の確保 

リハビリテーション技術の向上のためには施設、機材といったハード面での整備のみなら

ず、より適切で効果的なリハビリテーション活動を確保するため、医療従事者の確保が必

要である。 

（２） 運営・維持管理予算の確保 

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施により施設・機材の維持管理費が増大するため、先方の適切な予算確

保が必要である。 

（３） 患者が療法を積極的に受入、かつ参加する。 

特に、運動療法は動きにくい関節を強制的に動かすので苦痛を伴う。従って、この療法を

患者が積極的取り入れ、参加する事が必要である。 

7.今後の評価計画 

(1)事後評価に用いる成果指標 

   年間外来患者数、年間各療法数（運動・作業療法による治療実績） 

   地方から共和国リハビリセンター、小児リハビリセンター及びサナトリウムへの紹介数、

同三つの施設間の紹介数 

   人材育成の研修人数 

(2)評価のタイミング 

機材引渡しから 4 年後以降を目処に評価を実施予定。 

 



資料－７ 

 

アゼルバイジャン共和国リハビリケア改善計画 

ソフト・コンポーネント計画書 

 

 

I. 業務計画の概要 

1. 背景 

          リハビリテーション事業の改革計画を推進するにあたっては現状を充足させるだけで

なく将来に亘って有効な協力内容を提案する必要がある｡  

｢ア｣国においては、従来のリハビリテーションケアーはソ連時代の活動概念でおこなわ

れ、リハビリテーションの究極の目的は障害者の自立であるとしながらも障害者を自立さ

せるための手段を検討せず、直ぐに物理療法と結びつけられた対症療法的サービスに

偏重したリハビリケアー実施の傾向にある。 

          このような状況のもと、これからのリハビリテーション事業は、新しいリハビリテーション

概念即ち、「障害者ができるだけ自立した日常生活活動を営み、更には社会復帰する

こと」のために従来の物理療法のみならず新たに運動療法・作業療法に重点を置いたリ

ハビリテーションケアーを実施する必要がある。 

          そのためには本プロジェクトの協力対象事業の一部として、新規リハビリテーション(運

動療法、作業療法)の紹介、導入のため日本から運動療法士、作業療法士の現地派遣

を行い、｢ア｣国の従事者に新しいリハビリテーション概念に基づいた運動･作業療法の

定着をはかるソフト・コンポーネントの実施が望まれる。 

 

２. 成果（直接的効果） 

ソフト・コンポーネント実施による成果は： 

(1) 運動療法(理学療法)の改善により運動療法士（PT）及び職員のリハビリテーション事

業の意識改革 

(2) 作業療法の改善により作業療法士（OT）及び職員のリハビリテーション事業の意識改

革 

(3) 障害者を自立させ、社会への復帰を促進する。 

(4) 退院時において、日常生活活動ができる状態にする。 

＊ 関節可動範囲が広がる。 

＊ 疼痛が減少する。 

＊ 歩行訓練、車椅子の乗り移りができる。 



＊ 整容訓練、トイレ作動が出来る。 

 

３．実施形態： エンジニアリング支援型 

          ｢ア｣国のリハビリ施設（共和国ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ、小児ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ及

びサナトリウム）の運営において新しいリハビリテーション概念に基づくリハビ

リテーション(運動・作業療法)活動が定着するように｢ア｣国側従事者への研

修・指導を実施する。 

 

4. 活動（投入計画） 

1) 運動療法士、作業療法士各 1 名の現地への派遣： 

期間：1.5 ヶ月 

目的：講義で先進国型の運動療法及び作業療法の概念を理解させ、具体的な運動療法、

作業療法を指導する。 

方法：講義、実技 

受講者：｢ア｣国側の運動療法士、作業療法士、看護士等、リハビリ事業従事者 

内容： 

講義： 日本におけるﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ施設・理学療法（運動療法）・作業療法の概念を紹

介したビデオテープ及び教本等を使用し、相手方に今後の実技の重要性を

理解させる。 

基本訓練：実施訓練を通して患者の関節稼動域訓練、筋肉増強、体力増強方法の指

導、また患者の疾病により訓練が異なるので、以下のような患者疾病別訓

練方法も指導する。 

〔疾病別訓練内容〕 

① 脊髄損傷： 基本動作訓練、移動動作（車椅子操作） 

② 脳卒中：   基本動作訓練、歩行訓練 

③ 脳性麻痺： 発達的アプローチ、歩行訓練 

④ 切断   ： 断端管理 義肢装着、義肢使用訓練 

⑤ 障害者の測定方法等 

【投入計画】 

上記の業務内容および成果を得るために、次の投入を計画する。 

  投入量： アゼルバイジャン国での研修 

邦人の理学療法士(１名)、作業療法士(１名) の２名 

 通訳 ２名及び研修期間の前後に総括責任者を派遣しセミナー開催 



時 期：  E/N 期限内 

期 間：  １．５ヶ月 

   

５．役務調達方法 

｢ア｣国のリハビリテーション施設に運動療法、作業療法部門の機材の充実をはかり、そ

れらの機材を有効的に使用して運動療法、作業療法を実技指導する事により新しいリハ

ビリテーション概念を定着させ、障害者が独自で日常生活動作が行えるよう、各々の障害

者に対し具体的なリハビリテーションプログラムをつくりリハビリテーション活動を展開する。

現在、これらの指導を行う技術者は｢ア｣国には存在しないので日本人技術者を現地派遣

し、指導することが妥当と考える。 

今回のソフトコンポーネンツは本基本設計時に技術参与として加わった東北大学大学

院医学系研究科障害科専攻肢体不自由学分野の飛松好子助教授の支援を受け、先生

の推薦するリハビリ関連の技術者である運動療法士、作業療法士各１名をコンサルタント

側で採用して現地に派遣する予定である。 

従って今回のソフトコンポーネンツは本邦ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ直接支援型である。 
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